
2003年度期　京都労働学校（夜間）　「労働法」（前半）

第５回「労働契約１（就業規則）」

2003.10.31. 　佐藤敬二

　

はじめに
1.自己紹介

2.受講者の状況←それによって話しの重点が変わる

3.第５回から第７回までの予定

　　　1)（前半）の全体：「新労働基準法の内容と問題点」

　　　2)（前半）の前半：労働時間法制、（前半）の後半：労働契約法制

　　　　　法改定の全体像は第１回講義で述べられている。

　　　3)第５回（就業規則）：平成10年の法改正を素材に

　　　　第６回（解雇規制）：本年６月に成立した法改正（来年１月１日施行）を素材に

　　　　第７回（契約期間・労働条件の明示）：平成10年と本年の法改正を素材に

＊本日の講義テーマ：労働契約による規制ではなく、就業規則による規制でよいのか

１．具体例から（［資料１］参照）

　1.事案・最高裁判決：周知義務を満たしていない就業規則に拘束力はない

　2.論点：周知義務の効力

3.学説・判例

4.評価：法改正の影響

２．９９年法改定の内容（［資料２］参照、なお、［参考資料］）
３．就業規則をめぐる法規定（［資料３］）
　　1)内容（89条）

  　　1.必要記載事項（義務的必要記載事項、相対的必要記載事項）

　  　2.任意記載事項

　  2)作成手続（90条）→違反への罰則

  　　1.作成義務（89条）

　  　2.意見聴取義務（90条）　　　　cf.過半数代表と共同決定

　　  3.届出義務（89条、90条）

  　　4.周知義務（106条）

  　3)効力（92条、93条）

  　　1.法令・労働協約が優先（92条）

　  　2.労働契約に対する強行的直律的効力

　

４．就業規則法制を整備することの重要性

  1.就業規則の目的：秩序維持と労働条件規制

    1)秩序維持と労働条件規制との対抗関係

    2)使用者の秩序維持権限への規制（就業規則の在り方）

　    1.英国・ドイツ・日本

　    2.日本の就業規則の現状に対する法的規制手段

      　　1)現在の規制手段：作成義務、記載事項、意見聴取義務、届出義務　等

      　　2)不十分点　　　：作成義務のない事業場等、手続等、共同決定

　2.就業規則論のアウトライン

　　1)狭義の秩序維持規定にとどまらず、労働条件規定も含み、事実上、就業規則にした　　　　がって企業が運営されている

　　2)そのため就業規則に対して一方で、労働者保護の視点からの規制が必要とされ、他　　　　方で、その結果として労働者保護の意義をも持つものとなっている

　　3)しかし、不十分であり、かつ、労働者の関与・チェックが事実上はない。

　　4)そこで、そのようなものである就業規則の効力（労働者に対する拘束力）が問題と　　　　なってくる。しかし、現在では、根拠をどこに求めるのかについては争いがある　　　　ものの、結果としてはその拘束力を基本的には承認している

　　5)ただし、就業規則は上のようなものであるから無制限に拘束力を認めていいのか、　　　　の問題がでてくる。ここにおいて、拘束力の限界性を強調する学説と、事実上は　　　　無制限に拘束力を承認する最高裁判決とが対立している

　3.就業規則の不利益変更

    1)学説　 (A)説：法規説

　　　　　　 (B)説：契約説

　　　・労働者保護の趣旨によって就業規則を解さなければならないとする点では共通

　　2)最高裁判所

　　　1)秋北バス事件　　　　最大判　　昭43.12.25

　　　2)御国ハイヤー事件　　最二小判　昭58. 7.15

　　　3)タケダシステム事件　最二小判　昭58.11.25

　　　4)大曲市農協事件　　　最三小判　昭63. 2.16

５．今後の課題

　1.９９年法改正の経過と方向性

　　1)労働基準研究会報告

    2)意図・方向性

　2.就業規則と労働契約

［参考文献］

労働基準法の解説としては、

西谷敏・萬井隆令編『労働法２［第４版］－個別的労働関係法－』

（2002年、法律文化社）、第３章「就業規則」（46頁-77頁）

　就業規則と労働契約についての最近の文献としては、

　　唐津博「労働条件の個別化と就業規則・労働契約の法ルール」『転換期労働法の課題』（西谷・中島・奥田編、2003年、旬報社）

　　

［次回・次々回講義へのReading Assignment］

　次回講義タイトル　：「労働契約２（解雇規制）」

　　次々回講義タイトル：「労働契約３（契約期間・労働条件の明示）」

Reading Assignment：島田陽一「解雇・有期労働契約法制の改正の意義と問題点」

　　　　　　　　　　　労働法律旬報1556号（2003年）4頁以下

　　　　＊本年６月に成立した法改正について理解することと、解説の中で述べられ

ている解雇法理・有期契約法理について理解することが目的。
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